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【要 旨】
本論は、日中韓３カ国の貿易構造を分析することで、日中韓の経済の機能的統合

が進展していることを確認し、これをもとに日中韓の経済共同体形成の見通しを考
察したものである。日中韓３カ国は、産業構造および貿易構造でかなり進展した統
合条件にもかかわらず、可視的な成果を達成できない制約要因を確認することで、
日中韓の経済共同体として発展を見込んでみた。
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Ⅰ．はじめに

日本・中国・韓国（以下、日中韓と略す）の三国間貿易活性化のための努力は以前から続いて
きた。２００３年から２００９年まで日中韓のFTA民間共同研究を進め、２０１０年から２０１１年までは日中
韓のFTA産業共同研究を進行するなど、三国間は経済および貿易協力を強化してきた。このよ
うな経済協力および自由貿易拡大のための日中韓の努力は、単純経済統合のための一歩ではな
い。統計的に日中韓はGDP側面でも世界経済の約２１％を占めており、人口規模の面でも世界人
口の約２１％に達する。また、日中韓三国間の貿易量は世界貿易量の約１８％を占めている。
日本は２００８年の世界金融危機以来、長年にわたり米国、ヨーロッパとともにいわゆるアベノミ

クスを通じた量的緩和政策を広げながら、自国の経済を活性化させようとし、その余波で円が急
激に下落し、対外貿易依存度が高くなった。競争関係にある韓国の場合、世界輸出市場で直接的
な困難を経験している。中国も経済政策における世界的な影響力の拡大や戦略的立地の拡大のた
めに「一帯一路」を推進し、アジアインフラ投資銀行（AIIB）設立、人民元国際化などの様々
な国際協調が必要な措置をとりながら、２０１５年８月にはわずか３日間で人民元の米ドルに対する
為替レートを約４．６％へ急激に評価切下げする単独の措置をとった。中国が世界経済や日本・韓
国などの近くの国に及ぼす影響は気にせず、自国の経済のためにはいつでも自分に必要な政策を
繰り広げていくことを再び示したのである。経済規模が膨大になるだけでなく、世界および韓国
の経済と密接な連携関係を持っている中国と日本が、自国の国内経済問題を解決するために独自
の政策をとっているのである。
一方、韓国は日中韓３カ国のなかで国際経済に与える影響力が小さい。すなわち、国際経済政

策の調停者ではなく、政策の適応者として３カ国の経済政策の変化に国内経済が困難な状況とな
る。必要な場合、中国はほぼ独自な政策をとり、日本は米国との協力の下、いつでも自国の利益
のために政策の主導性を持って経済政策をとることができる。しかし、韓国の場合は独自にとる
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ことができる政策措置の余地が少なく、独自の経済政策の対外的波及効果もわずかな状況であ
る。このような経済力の差から生じる現実の問題を最も深刻に経験する韓国の立場では、三国間
の政策協調をはじめとする実質的な経済協力の持続可能性は重要な問題となっている。
このような問題認識の下、日中韓三国間の経済協力の必要性を導き出すことが本研究の目的で

ある。三国間の実質的かつ持続的な経済協力を推進するためには、政治、文化、産業構造、市場
体制、経済政策など、様々な分野での総合的な研究が必要である。また、実務的な視点でも各国
間の政策的調和と、政府との民間経済交流による実質的実行が多面的・多角的に要求されるとい
える。
本研究では、日中韓三国間の貿易構造および相互依存度を世界金融危機前後のデータを中心に

分析し、分析結果をもとに三国間の経済的、政策的示唆点を提示しようとするものである。

Ⅱ．先行研究の検討と分析方法

日本と中国は、２００９年にリーマンショックによる景気後退の影響で一時期に対日輸入額が減少
したが、２０１１年から回復傾向をみせ、２０１２年から再び減少し、２０１６年から増加傾向をみせてい
る。中国市場は日本の全体の輸出額の約２０％、全体の輸入額の約２０％を占めている。また、２０１４
年を基準として、おおよそ３２，０００社以上の日本企業が進出しており、日系企業数では１位となっ
ている。日本にとって中国市場は、非常に重要な地域である。
日本と韓国は、外部的には米国と中国を中心に輸出依存度が高く、外交的・政治的には協力と

対立が共存する。また、外交的・政治的葛藤にも経済的に密接な関係にあることは事実である。
しかし、韓国の輸出入において日本は５位の輸出国であり、３位の輸入国である。日本の輸出入
において韓国は３位の輸出国であり、５位の輸入国である。このような両国の貿易規模は、日韓
両国経済に大きな影響を及ぼしていると考えられる。
中国と韓国は、１９９２年の両国の中韓国交正常化以後、３０年の発展を経て両国関係は現在まで全

面的な戦略的同伴者関係を構築してきた。地域の円滑さと両国の貿易製品構造上の相互補完的な
要素により、両国の貿易と直接投資は急速に発展・増加した。２００４年には中国が韓国の１位の貿
易相手国となった。現在、中国は韓国の１位貿易相手国であり、１位輸出国、１位輸入国、１位
海外投資国である。韓国は中国の３位貿易相手国であり、１位輸入国、３位輸出対象国である。
韓国は中国で２番目に大きい外資誘致国であり、中国は韓国の２番目の投資対象国である。
日中韓三国間の貿易と投資および経済関係に関する先行研究を概観すると、次のようになる。
百本（〔２０１３〕pp．１４―１８）は、日韓の貿易と直接投資の関係について分析している。百本はそ

の分析で韓国の対日貿易赤字の解消は日本企業の韓国進出効果をもってしても容易ではないと説
明し、日本企業の韓国進出が今後どの程度持続するのかは予見が難しいところであると主張し
た。韓国企業の対日直接投資については、日本の内需規模が大きいことや、貿易や対内直接投資
における日本との密接な関係と比較して対外直接投資での日本のプレゼンスが低いことを考える
と、さらなる拡大の余地が残されていると指摘した。
施錦芳・久保英也〔２０１３〕は、日中韓三国間の貿易構造とその相互依存性が大きな経済効果を

招来するので、日中韓FTAは多くの困難な課題を抱えながらも、今後も前進していくと考えて
いた。しかし、政治問題の底辺にある国民の信頼関係を再構築する不断の努力、焦ることなく、
暫時的な国内市場の開放の推進、中国でいわれている工業で得られた利益を農業の競争力強化に
投入する「工業反哺農業：工業の発展が農業の発展に貢献する」政策の実践などが重要であると
指摘した。
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佐野〔２０１４〕は、日韓両国における通商政策（FTA）などに研究対象を細分化することによ
り、日韓経済関係を歴史的かつ総合的に考察している。また、韓国の成長モデルの変化と関連さ
せながら、貿易、投資、技術などの面から日韓経済関係の歴史と現状について説明した。日本経
済の長期停滞と韓国経済の成長により、日韓経済関係は垂直的関係から水平的関係へと変化しつ
つあると分析し、製品のライフサイクルが短くなっているなか、開発コストやスピードを考慮す
ると、地理的に近接した日本から輸出に必要な資本財、部品、素材を低コストで輸入すること
は、韓国企業の輸出競争力に有利に働いていると主張した。また、両国間の貿易収支のみではな
く、グローバルな視点から日韓関係をとらえる必要があると指摘した。
向山・大嶋〔２０１５〕は、電子産業と自動車部品の対日輸出入動向について分析している。韓国

の電子産業における日本の位置付けは相対的に低下したものの、日本は高性能電子部品や非メモ
リ半導体、半導体製造装置などの調達先として依然として重要な役割を果たしていることを説明
した。また、自動車産業においても日本の電子部品企業の重要度が増すことになる。自動車産業
は韓国の基幹産業の１つであり、世界の自動車市場の拡大や自動車の電子化の進展により、韓国
における自動車向け電子デバイス・電子部品の需要の拡大が、電子部品の対日輸入を下支えする
と評価した。
日本外務省アジア大洋州局・日韓経済室〔２０１７〕は、韓国経済と日韓経済関係について分析し

ている。貿易、金融市場、通商政策（FTA）を中心にデータを分析・説明し、産業構造と経済
社会構造の問題点を指摘した。特に財閥への依存度が高い韓国産業、対日貿易赤字が継続、新産
業と中小企業の育成の問題などの産業構造の問題点と、高い青年失業率、急速に進む少子高齢
化、格差が広がる社会、増加を続ける家計負債などの経済社会構造の問題点など、韓国政府の政
策的取組みの重要性について主張した。
Hong-Bae LEE〔２０１７〕は、日中韓三国間の経済関係拡大による産業生産および貿易依存関係

の構造的特徴を考慮した。製造業を中心に三国間スピルオーバー効果と国内波及効果を分解し、
三国の生産および貿易がいかなる経路を経て相手国の生産および貿易を誘発しているのか、依存
しているのかについて考察した。２０１０年基準で三国間の韓国経済の波及効果は中国が最も高く、
日本が最も小さいことが分かった。１９９０年と２０００年時点では日本が最も高い国内波及効果をみ
せ、韓国が最も低い水準であった。２０１０年時点では「中国は韓国へ、日本は中国へ、韓国は中国
へ」という形に転換され、これはまもなく三国間経済関係の緊密化のための中国比重が高まった
ことを意味するといえる。全体的に日本の製造業は高い国内生産構造を持っており、他の国に対
する生産誘発依存度は比較的低く観察されたという結果を得た。
Jin-Myeon LEE・Jae-Jin KIM・王在喆・山田光男・宮川幸三〔２０１７〕は、日韓貿易の場合、

日本は韓国の中間財輸入を減少させ、最終消費財と投資財輸入を増加させている。一方、韓国は
日本から中間財を多く輸入している。中韓貿易の場合、中国は韓国から中間財を多く輸入し、投
資財輸入も増加する傾向である。韓国も中国からの中間財輸入が最も多く、その後は最終消費財
の輸入が多い。日中貿易は中間財、最終消費財、投資財の輸出入ともに大きな変化がない状態を
維持している。結論として、日中韓３カ国の貿易は基本的に中間財が主となり、このような現象
は日中韓３カ国と米国、EUとの貿易でも同様の様相をみせ、中国は米国、EUと最終消費財、
投資財の輸入が相対的に多いことを、品目別データ分析を通じて説明した。
Eun-Young BAEK〔２０１９〕は、核心素材の対日貿易集中度と素材産業に対する技術貿易特化

指数を通して日韓の有形・無形の貿易競争力を分析している。日韓の素材産業内の有形・無形の
競争力を分析しながら、有形の素材商品については素材産業を技術水準別に細分化して顕示比較
優位指数（RCA指数）を活用し、細分化された素材産業のなか、非金属鉱物製造業に該当する
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２０１２年 ２０１３年 ２０１４年

人口 比重 人口 比重 人口 比重

日本 １２７，１４０ １．８ １２６，９８５ １．８ １２６，７９５ １．７

中国 １，３５５，３８７ １９．１ １，３６２，５１４ １９．０ １，３６９，４３６ １８．８

韓国 ４９，６０８ ０．７ ４９，８４６ ０．７ ５０，０７４ ０．７

米国 ３１８，６０１ ４．５ ３２０，９３３ ４．５ ３２３，２４１ ４．４

世界 ７，０９７，５００ １００．０ ７，１８１，７１５ １００．０ ７，２６５，７８６ １００．０

日中韓 １，５３２，１３５ ２１．６ １，５３９，３４５ ２１．４ １，５４６，３０５ ２１．３

表１ 日中韓３カ国の世界人口における比重
（単位：千名、％）

出所：UNCTAD（http://unctadstat.unctad.org/EN/#）の集計データを参考に筆者作成。

品目が日本に比べて韓国の競争力が著しく弱いという結果を得た。
以上、これまで検討した先行研究では、経済的観点から貿易の変化を分析した研究が主流で

あった。
本研究では、日中韓三国間の貿易構造を分析することで、３カ国経済の機能的統合が進展して

いることを確認し、これをもとに三国間の経済共同体形成の展望を総合的に分析する。

Ⅲ．日中韓の経済・貿易関係

１．日中韓の主な経済指標
日中韓３カ国が世界経済に影響を与えることができる、経済協力体の構成ができるかどうかを

みるためには、まず３カ国が世界経済で占める比重を確認する必要がある。
一般的に経済指標を比較する際によく使用するUNCTAD、IMFなどの統計データをもとに、

３カ国の人口、経済規模（GDP）、貿易規模、対外投資および投資誘致規模に関する資料を調べ
てみると、次のようになる。

１）人口
日中韓３カ国の人口は世界人口の約１／５を占めている。人口大国である中国は人口増加の鈍

化傾向、日本と韓国は減少傾向をみせている。これにより、全世界の人口のなかで３カ国が占め
る割合は減少傾向をみせている。また、６５歳以上の人口が全体人口の約１０％以上を占めており、
高齢化社会が急速に進んでいる（表１）。

２）経済規模（GDP）
日本の経済成長不振のなかでも、中国経済の急速な拡大が３カ国の経済規模比重を維持するの

に主要な役割をしている。韓国の場合は、中国のように急速な経済成長をみせていないが、比較
的良好な経済成長を維持しつつ、世界経済で占める割合を高めている。一方、日本は量的緩和政
策を通じた景気浮揚の持続により、日本円に対する米ドルの為替レートが急激に下がるにつれ、
ドルで示されたGDP規模が急激に減少し、世界経済で占める比重もわずか２年の間に約２．１％
が減少した約６．０％にとどまっている（表２）。
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２０１２年 ２０１３年 ２０１４年

金額 比重 金額 比重 金額 比重

日本 ５９，５７３ ８．１ ４９，１９６ ６．５ ４６，０２４ ６．０

中国 ８４，６１５ １１．５ ９４，９０９ １２．６ １０３，５６５ １３．４

韓国 １２，２２８ １．７ １３，０５６ １．７ １４，１０４ １．８

米国 １６１，５５３ ２１．９ １６６，６３２ ２２．１ １７３，４８１ ２２．５

EU １７２，６５８ ２３．４ １７９，９０１ ２３．８ １８５，２７１ ２４．０

世界 ７３７，７７３ １００．０ ７５４，６７１ １００．０ ７７２，６９２ １００．０

日中韓 １５６，４１６ ２１．２ １５７，１６１ ２０．８ １６３，６９３ ２１．２

表２ 日中韓３カ国の世界経済規模（GDP）における比重
（単位：億ドル、％）

出所：IMF（https://www.imf.org/en/Home）の集計データを参考に筆者作成。

２０１２年 ２０１３年 ２０１４年

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入

日本 ４．３ ４．８ ３．８ ４．４ ３．６ ４．３

中国 １１．１ ９．８ １１．７ １０．３ １２．３ １０．３

韓国 ３．０ ２．８ ３．０ ２．７ ３．０ ２．８

米国 ８．４ １２．５ ８．３ １２．３ ８．５ １２．７

EU ３１．４ ３１．５ ３２．１ ３１．３ ３２．４ ３１．７

世界 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

日中韓 １８．４ １７．３ １８．４ １７．４ １８．９ １７．４

表３ 世界貿易で３カ国が占める比重
（単位：％）

出所：表１と同じ。

３）貿易規模
３カ国が世界の輸出で占める割合は、２０１４年を基準に、輸出で約１８．９％、輸入で約１７．４％であ

る。日本の比重減少傾向にもかかわらず、中国の比重増加の影響により、世界輸出入総額で占め
る３カ国の貿易比重は徐々に増加している。三国間貿易額の場合は、２０１４年を基準に、輸出約
３．２％（約６，０６４億ドル）、輸入約３．７％（約７，１１４億ドル）を占めている。中国の比重増加、日本
の比重減少、韓国の現状維持という状態が続いている（表３と表４）。
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日本 中国 韓国 ２カ国に対
する輸出入

全世界輸出
入総額比重

３カ国輸出
入総額比重

日本
輸出 １，２６５ ５１６ １，７８１

輸入 １，８１２ ３３４ ２，１４６

中国
輸出 １，４９５ １，００４ ２，４９９

輸入 １，６２７ １，９０３ ３，５３０

韓国
輸出 ３２２ １，４５３ １，７７５

輸入 ５３８ ９０１ １，４３９

３カ国相互輸出 ６，０５４ ３．２ １６．８

３カ国相互輸入 ７，１１４ ３．７ ２１．５

表４ 日中韓三国間の貿易額と全世界貿易に占める比重（２０１４年基準）
（単位：億ドル、％）

出所：表１と同じ。

２０１２年 ２０１３年 ２０１４年

金額 比重 金額 比重 金額 比重

日本 １２２，５４９ ９．５ １３５，７４９ １０．４ １１３，６２９ ８．４

中国 ８７，８０４ ６．８ １０１，０００ ７．７ １１６，０００ ８．６

韓国 ３０，６３２ ２．４ ２８，３６０ ２．２ ３０，５５８ ２．３

米国 ３１１，３４７ ２４．３ ３２８，３４３ ２５．１ ３３６，９４３ ２４．９

EU ３１６，７０４ ２４．７ ２８５，０８０ ２１．８ ２８０，４１５ ２０．７

世界 １，２８３，６５３ １００．０ １，３０５，８５７ １００．０ １，３５４，３３７ １００．０

日中韓 ２４０，９８５ １８．８ ２６５，１０９ ２０．３ ２６０，１８７ １９．２

表５ 世界投資（Outward FDI）における３カ国の比重
（単位：百万ドル、％）

出所：表１と同じ。

４）投資
日中韓３カ国の世界投資（Outward FDI）総額は、２０１４年を基準に、約２，６０２億ドルであり、

世界投資全体額の約１９．２％を占めている。持続的な増加傾向をみせていると考えられる。世界投
資誘致（Inward FDI）の場合は、中国が主導しており、日本と韓国は低い増加率をみせている。
中国の場合、対外投資規模が投資誘致規模とほぼ同じ規模で増加している。
一方、日本は対外投資とは異なり、投資誘致規模は経済規模に相応しくない、非常に微妙な水

準である。韓国は対外投資および投資誘致の両方で横這い状態を続けている。また、日中韓３カ
国の対外投資残額は、約２兆１，８１２億ドルで世界中の対外投資残額の約８．９％を占めている。投資
誘致残額は、約１兆４，３７９億ドルで世界投資誘致の約５．８％を占めている。日中韓３カ国の対外投
資残額と投資誘致残額指標は、経済貿易指標と比べて、依然として小さな規模にとどまっている
（表５と表６、表７）。
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２０１２年 ２０１３年 ２０１４年

金額 シェア 金額 シェア 金額 シェア

日本 １，７３２ ０．１ ２，３０４ ０．２ ２，０９０ ０．２

中国 １２１，０８０ ８．６ １２３，９１１ ８．４ １２８，５００ １０．５

韓国 ９，４９６ ０．７ １２，７６７ ０．９ ９，８９９ ０．８

米国 １６９，６８０ １２．１ ２３０，７６８ １５．７ ９２，３９７ ７．５

EU ３６４，９９８ ２６．０ ３３３，００１ ２２．７ ２５７，５８９ ２１．０

世界 １，４０３，１１５ １００．０ １，４６７，１４９ １００．０ １，２２８，２８３ １００．０

日中韓 １３２，３０７ ９．４ １３８，９８２ ９．５ １４０，４８９ １１．４

表６ 世界投資誘致（Inward FDI）における３カ国の比重
（単位：百万ドル、％）

出所：表１と同じ。

対外投資 投資誘致

金額 シェア 金額 シェア

日本 １，１９３，１３７ ４．８ １７０，６１５ ０．７

中国 ７２９，５８５ ３．０ １，０８５，２９３ ４．４

韓国 ２５８，５５３ １．１ １８２，０３７ ０．７

米国 ６，３１８，６４０ ２５．７ ５，４０９，８８４ ２２．０

EU ９，１６２，８９８ ３７．２ ７，７５９，４２８ ３１．５

世界 ２４，６０２，８２６ １００．０ ２４，６２６，４５５ １００．０

日中韓 ２，１８１，２７５ ８．９ １，４３７，９４５ ５．８

表７ 世界投資における３カ国の比重（２０１４年残額基準）
（単位：百万ドル、％）

出所：表１と同じ。

２．日中韓の貿易現況
日本は２００９年度にGDPに対する輸出比重約１３％と輸入比重約１２％にとどまり、２０１４年には約

１８％と約２１％と徐々に増加した。中国も輸出と輸入の比重が徐々に減少し、２０１４年には約２３％と
約１９％に減少した。韓国も経済の対外取引比重が減少したことが分かった。２０１１年まで増加し、
２０１２年を基点に、GDPに対する輸出取引比重が約５１％、輸入取引比重が約４５％に減少した。こ
のような現象は、国際原油価格と韓国ウォン・米ドルの為替レートが下落し、輸出入物価が下落
したことが原因とみられる。中国および中国の輸出入比重の減少傾向を勘案しても、日中韓３カ
国の対外輸出入は、日中韓の経済成長において重要な役割を果たしていることが分かる（表８）。
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順位
日本 中国 韓国

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入

1 米国 中国（２２．３％） 米国 韓国（９．７％）中国（２５．４％）中国（１７．１％）

2 中国（１８．３％） 米国 香港 日本（８．３％） 米国 日本（１０．２％）

3 韓国（７．５％）オーストラリア 日本（６．４％） 米国 日本（５．６％） 米国

4 台湾 サウジアラビア 韓国（４．３％） 台湾 香港 サウジアラビア

7 シンガポール 韓国（４．１％） ベトナム マレーシア シンガポール カタール

表８ 日中韓の主な貿易相手国（２０１４年）
（単位：％）

出所：韓国貿易協会（https://www.kita.net/）の貿易統計の集計データを参考に筆者作成。

対外取引依存度の高い３カ国は現在、中国の経済成長をはじめとするグローバル経済成長が鈍
化している状況であり、貿易活性化のための協力が必要である。しかし、グローバル経済低迷が
続く状況で、日中韓三国間の域内貿易量の比重は１９９０年約２０％から２００４年まで約２４％まで増加し
たが、その後は下落傾向をみせ、２０１４年には約１９％まで減少した。EU（約６５％）、NAFTA（約
４２％）、ASEAN（約２４％）など、他の経済圏と比較した際も、日中韓３カ国の域内貿易比率は
まだ低い水準である。
日中韓３カ国は域内貿易比率が低い水準だが、それだけ増加できる可能性も高い。まず日中韓

は貿易相手国上位であり、輸出入３位の相手国に含まれているほど、相互間貿易依存度が高い。
また、日中韓３カ国の輸出品目（２０１４年基準）を比較してみた際、同様の品目を扱うことが多い。
日中韓の輸出上位１０品目で３カ国は、電気機器、機械類、衣類、金属化学品など、８品目が同一
品目であった。上位１０品目の輸入（２０１４年基準）でも、７品目が同一品目であり、上位３品目（鉱
物、電気機器、機械類）は順番も同じである。日中韓は産業の冗長性が強く、相互補完を通じて
持続成長できる潜在能力が高いと考えられる。

Ⅳ．日中韓の貿易構造比較分析

１．日中韓の輸出入比較
１）日本の輸出入
２０１４年日本の輸出は約７３．１兆円で世界輸出順位４位、輸入は約８５．９兆円で世界輸入順位４位を
記録した。日本の景気低迷と日本製品の競争力の弱まりで日本貿易の成長傾向が近年中止されて
いるが、依然として世界貿易強者の姿をみせている。日本は伝統的な貿易黒字国だが、最近輸出
鈍化の影響で貿易収支は赤字をみせている。
日本の国別輸出をみると、２０１４年１位の米国輸出比重は約１８．７％、２位の中国輸出比重は約

１８．３％、３位の韓国輸出比重は約７．５％を占めている。中国および韓国輸出依存度が約２５．８％に
達する。過去２００４年に比べて中国の輸出比重は増加したが、米国および韓国に対する輸出比重は
減少した状況である。
日本の国別輸入をみると、２０１４年１位の中国輸入比重は約２２．３％、２位の米国輸入比重は約

８．８％、７位の韓国輸入比重は約４．１％を占めている。中国および韓国の日本輸入依存度が約
２６．４％に達する。２００４年に比べて中国の輸入比重は増加したが、米国および韓国の輸入比重は減
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２００４年 ２０１４年

国 金額 シェア 国 金額 シェア

輸出

中国 ７，９９４，２３３ １３．１ 中国 １３，３８４，０７８ １８．３

韓国 ４，７８５，１０１ ７．８ 韓国 ５，４５８，６４０ ７．５

米国 １３，７３０，７４２ ２２．４ 米国 １３，６４８，９９６ １８．７

合計 ６１，１６９，９７９ １００．０ 合計 ７３，１０１，８５０ １００．０

輸入

中国 １０，１９８，７７０ ２０．７ 中国 １９，１７１，８５２ ２２．３

韓国 ２，３８３，３９３ ４．８ 韓国 ３，５２９，６９８ ４．１

米国 ６，７６３，３１７ １３．７ 米国 ７，５４０，３４１ ８．８

合計 ４９，２１５，３０４ １００．０ 合計 ８５，８８９，２６９ １００．０

貿易収支

中国 －２，２０４，５３７ － 中国 －５，７８７，７７４ －４５．３

韓国 ２，４０１，７０８ ２０．１ 韓国 １，９２８，９４２ －

米国 ６，９６７，４２５ ５８．３０ 米国 ６，１０８，６５５ －

合計 １１，９５４，６７５ １００．０ 合計 －１２，７８７，４１９ －１００．０

表９ 日本の国別輸出入
（単位：百万ドル、％）

出所：表８と同じ。

少した。
日本の国別貿易収支をみると、２０１４年韓国貿易収支黒字および中国貿易収支赤字構造を示して

いる。過去２００４年に比べて韓国貿易収支黒字規模は多少減少し、中国貿易収支赤字規模は増加し
たことが分かった。

２）中国の輸出入
２０１４年中国の輸出は約２兆３，４３２億ドルで世界輸出順位１位、輸入は約１兆９，６３１億ドルで世界
輸入順位２位を記録した。伝統的に世界輸出１位と２位を交互に記録していた米国とドイツは
２００９年から中国に押し出され始め、年を重ねるにつれてその輸出規模の格差が徐々に広がってい
る。米国が世界１位を固守しているが、新しい世界市場（World Market）で浮上した中国の輸
入が大幅に増加し、米国の輸入規模を追撃している。
中国の国別輸出をみると、２０１４年１位の米国輸出比重約１６．９％、３位の日本輸出比重は約

６．４％、４位の韓国輸出比重は約４．３％を占めている。日本および韓国の輸出依存度が約１０．７％に
達する。２００４年に比べて米国、日本、韓国の輸出比重がすべて減少したことが分かった。これは
中国製品の輸出国多様化がなされたことを意味する。
中国の国別輸入をみると、２０１４年１位の韓国輸入比重は約９．７％、２位の日本輸入約８．３％、３

位の米国輸入比重は約７．８％を占めている。韓国および日本の輸入依存度が約８．０％に達する。
２００４年に比べて米国、日本、韓国すべて減少したことが分かった。輸出と同様に中国の輸入も多
様化が行われたことを意味する。
中国の国別貿易収支をみると、２０１４年韓国貿易収支および日本貿易収支が黒字構造を示してい
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２００４年 ２０１４年

国 金額 シェア 国 金額 シェア

輸出

日本 ７３，５３６ １２．４ 日本 １４９，４５２ ６．４

韓国 ２７，８０９ ４．７ 韓国 １００，４０２ ４．３

米国 １２４，９７３ ２１．１ 米国 ３９６，０６３ １６．９

合計 ５９３，６４７ １００．０ 合計 ２，３４３，２２２ １００．０

輸入

日本 ９４，１９２ １６．８ 日本 １６２，６８６ ８．３

韓国 ６２，１６６ １１．１ 韓国 １９０，２８６ ９．７

米国 ４４，６５３ ８．０ 米国 １５３，１３１ ７．８

合計 ５６０，８１１ １００．０ 合計 １，９６３，１０５ １００．０

貿易収支

日本 －２０，６５６ － 日本 －１３，２３４ －

韓国 －３４，３５７ － 韓国 －８９，８８４ －

米国 ８０，３２０ ２４４．６ 米国 ２４２，９３２ ６３．９

合計 ３２，８３６ １００．０ 合計 ３８０，１１７ １００．０

表１０ 中国の国別輸出入
（単位：百万ドル、％）

出所：表８と同じ。

る。２００４年に比べて韓国貿易収支赤字規模が大きく増加したのに対し、日本貿易収支赤字は大き
く減少した。

３）韓国の輸出入
２０１４年韓国の輸出は約５，７２７億ドルで世界輸出順位７位、輸入は約５，２５５億ドルで世界輸入順位
９位を記録し、世界１０位圏内で貿易強国の姿をみせている。しかし、２０１１年の貿易規模約１兆ド
ルを突破した後、近年の世界景気低迷の影響で輸出入増加率が停滞状態を免れていない。貿易収
支は持続的な黒字を示しているが、輸入鈍化の影響で不況型黒字の姿をみせている。
韓国の国別輸出をみると、２０１４年１位の中国輸出比重は約２５．４％、２位の米国輸出比重は約

１２．３％、３位の日本輸出比重は約５．６％を占めている。中国および日本の輸出依存度が約３１．０％
に達する。２００４年に比べて中国輸出比重は増加したが、米国および日本輸出比重は減少した。
韓国の国別輸入をみると、２０１４年１位の中国輸入比重は約１７．１％、２位の日本輸入比重は約

１０．２％、３位の米国輸入比重は約８．６％を占めている。
中国および日本輸入依存度が約２７．３％に達する。２００４年に比べて中国の輸入比重が増加した

が、米国および日本輸入比重は減少した。
韓国の国別貿易収支をみると、２０１４年の中国貿易収支黒字、日本貿易収支赤字パターンをみせ

ている。２００４年に比べて中国貿易収支黒字規模が大幅に増加したのに対し、対日本貿易収支赤字
は多少減少した。
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２００４年 ２０１４年

国 金額 シェア 国 金額 シェア

輸出

中国 ４９，７６３ １９．６ 中国 １４５，２８８ ２５．４

日本 ２１，７０１ ８．５ 日本 ３２，１８４ ５．６

米国 ４２，８４９ １６．９ 米国 ７０，２８５ １２．３

合計 ２５３，８４５ １００．０ 合計 ５７２，６６５ １００．０

輸入

中国 ２９，５８５ １３．２ 中国 ９０，０８２ １７．１

日本 ４６，１４４ ２０．６ 日本 ５３，７６８ １０．２

米国 ２８，７８３ １２．８ 米国 ４５，２８３ ８．６

合計 ２２４，４６３ １００．０ 合計 ５２５，５１５ １００．０

貿易収支

中国 ２０，１７８ ６８．７ 中国 ５５，２０６ １１７．１

日本 －２４，４４３ － 日本 －２１，５８４ －

米国 １４，０６６ ４７．９ 米国 ２５，００２ ５３．０

合計 ２９，３８２ １００．０ 合計 ４７，１５０ １００．０

表１１ 韓国の国別輸出入
（単位：百万ドル、％）

出所：表８と同じ。

産業
２００４年 ２０１４年

金額 シェア 金額 シェア

鉱物性燃料および製品 ２４７，４０２ ０．４ １，６８０，０７４ ２．３

化学工業製品 ４，２４２，９３１ ６．９ ５，７３０，１４０ ７．８

表１２ 日本の産業別輸出の現況
（単位：百万ドル、％）

２．日中韓の産業別輸出入比較
１）日本の１０項目産業別輸出入の現況
日本の１０項目産業別輸出合計は、２０１４年に日本全体の輸出の約８４．４％を占めた。産業別輸出比

重をみると、自動車約２０．６％、一般機械約１９．２％、電気・電子約１５．１％、化学工業製品約７．８％
の順に現れた。自動車、一般機械、電気・電子など、３大輸出品目の比重が全体輸出の約５４．９％
に達する。２００４年に比べて化学工業製品、プラスチック製品、鉄鋼などの輸出比重が増加した一
方、電気・電子、一般機械、自動車などの輸出比重は減少した。
日本の１０項目産業別輸入合計は、２０１４年の日本全体の輸入の約７３．７％を占めた。産業別輸入比

重をみると、鉱物性燃料および製品約３２．３％、電気・電子約１２．２％、一般機械約８．０％、化学工
業製品約６．８％の順に現れた。韓国と同様に鉱物性燃料および製品（原油）輸入比重が全体の３
分の１を占める。２００４年に比べて鉱物性燃料および製品（原油）、化学工業製品などの輸入比重
が増加した一方、電気・電子、一般機械、自動車などの輸入比重は減少した。
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プラスチック製品 １，６６３，６６４ ２．７ ２，６７５，９１１ ３．７

繊維 ９００，７６５ １．５ ８９２，２２５ １．２

鉄鋼 ３，１２３，１３５ ５．１ ４，９１７，７８６ ６．７

一般機械 １２，４８８，７７８ ２０．４ １４，０２５，５４１ １９．２

電気・電子 １３，３０５，９０７ ２１．８ １１，０１９，２４９ １５．１

自動車 １２，７５３，４３５ ２０．８ １５，０９２，３１７ ２０．６

船舶 １，３２３，９１８ ２．２ １，３６７，５４４ １．９

光学機器 ３，９３６，１４７ ６．４ ４，２７５，０８８ ５．８

１０項目合計 ５３，９８６，０８２ ８８．３ ６１，６７５，８７５ ８４．４

合計 ６１，１６９，９７９ １００．０ ７３，１０１，８５０ １００．０

産業
２００４年 ２０１４年

金額 シェア 金額 シェア

鉱物性燃料および製品 １０，７５６，５６３ ２１．９ ２７，７２０，１４０ ３２．３

化学工業製品 ３，３０９，７２９ ６．７ ５，８７０，７９７ ６．８

プラスチック製品 ８１２，７８５ １．７ １，６３７，１２９ １．９

繊維 ２，８８２，６８１ ５．９ ４，０８９，６２１ ４．８

鉄鋼 ９５０，２５２ １．９ １，６５２，９２３ １．９

一般機械 ５，２５９，３６４ １０．７ ６，８７１，６４２ ８．０

電気・電子 ６，２４７，８１０ １２．７ １０，５０５，３９７ １２．２

自動車 １，４６６，７５３ ３．０ ２，２７８，２５６ ２．７

船舶 ２０，８４２ ０．０ ６０，１４８ ０．１

光学機器 １，９２７，０６７ ３．９ ２，６２５，０５３ ３．１

１０項目合計 ３３，６３３，８４６ ６８．３ ６３，３１１，１０６ ７３．７

合計 ４９，２１５，３０４ １００．０ ８５，８８９，２６９ １００．０

出所：表８と同じ。

表１３ 日本の産業別輸入の現況
（単位：百万ドル、％）

出所：表８と同じ。

２）中国の１０項目産業別輸出入の現況
中国の１０項目産業別輸出合計は、２０１４年に約１兆７，５００億ドルで、中国全体の輸出の約７４．７％

を占めた。産業別輸出比重をみると、電気・電子約２４．４％、一般機械約１７．１％、繊維約１２．３％、
鉄鋼約５．０％の順に現れた。電気・電子、一般機械、繊維など、３大輸出品目の比重が全体輸出
の約５３．８％に達する。２００４年に比べて、電気・電子、鉄鋼、化学工業製品、光学機器などの輸出
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産業
２００４年 ２０１４年

金額 シェア 金額 シェア

鉱物性燃料および製品 １４，４７５ ２．４ ３４，０８８ １．５

化学工業製品 ２４，５８８ ４．１ １０９，５００ ４．７

プラスチック製品 １３，１１１ ２．２ ６６，８２６ ２．９

繊維 ８８，８０６ １５．０ ２８７，６７６ １２．３

鉄鋼 ２５，２２１ ４．２ １１６，２０４ ５．０

一般機械 １１８，２８３ １９．９ ４００，９８３ １７．１

電気・電子 １２９，７４０ ２１．９ ５７１，１８６ ２４．４

自動車 １１，８１２ ２．０ ６４，２５４ ２．７

船舶 ３，１５８ ０．５ ２５，２１１ １．１

光学機器 １６，２６６ ２．７ ７４，０３６ ３．２

１０項目合計 ４４５，４６０ ７５．０ １，７４９，９６４ ７４．７

合計 ５９３，６４７ １００．０ ２，３４３，２２２ １００．０

表１４ 中国の産業別輸出の現況
（単位：百万ドル、％）

出所：表８と同じ。

産業
２００４年 ２０１４年

金額 シェア 金額 シェア

鉱物性燃料および製品 ４８，０２７ ８．６ ３１６，５３９ １６．１

化学工業製品 ４２，８１２ ７．６ １２６，７２４ ６．５

プラスチック製品 ２８，０６４ ５．０ ７５，１９２ ３．８

繊維 ２３，００１ ４．１ ３６，０２１ １．８

鉄鋼 ２８，３２０ ５．０ ３２，９９３ １．７

一般機械 ９１，４８０ １６．３ １７９，７０６ ９．２

表１５ 中国の産業別輸入の現況
（単位：百万ドル、％）

比重が増加したのに対し、一般機械、繊維などの輸出比重は減少した。
中国の１０項目産業別輸入合計は、２０１４年に約１兆３，８８９億ドルで、中国全体の輸入の約７０．８％

を占めた。産業別輸入比重をみると、電気・電子約２１．７％、鉱物性燃料および製品（原油）約
１６．１％、一般機械約９．２％、化学工業製品約６．５％の順に現れた。原油生産が多いため、韓国や日
本とは異なり、鉱物性燃料および製品（原油）の輸入費は高くない。２００４年に比べて鉱物性燃料
および製品（原油）、自動車などの輸入比重が増加した一方、電気・電子、一般機械などの輸入
比重は減少した。
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電気・電子 １４２，１０２ ２５．３ ４２５，１８６ ２１．７

自動車 １２，９４４ ２．３ ８９，４９０ ４．６

船舶 １，０３７ ０．２ １，３１６ ０．１

光学機器 ４０，１２５ ７．２ １０５，７７２ ５．４

１０項目合計 ４５７，９１２ ８１．７ １，３８８，９３９ ７０．８

合計 ５６０，８１１ １００．０ １，９６３，１０５ １００．０

出所：表８と同じ。

産業
２００４年 ２０１４年

金額 シェア 金額 シェア

鉱物性燃料および製品 １０，５３２ ４．１ ５２，３８４ ９．１

化学工業製品 １２．６７３ ５．０ ３９，５７１ ６．９

プラスチック製品 １１，９００ ４．７ ３１，８２６ ５．６

繊維 １４，９０３ ５．９ １５，６６４ ２．７

鉄鋼 １３，８９８ ５．５ ３６，５９９ ６．４

一般機械 ３９，４０３ １５．５ ６３，０４０ １１．０

電気・電子 ７３，１７０ ２８．８ １３８，２１３ ２４．１

自動車 ３２，１０６ １２．６ ７３，３４５ １２．８

船舶 １５，３２１ ６．０ ３８，３３８ ６．７

光学機器 ５，７６７ ２．３ ３５，９０１ ６．３

表１６ 韓国の産業別輸出の現況
（単位：百万ドル、％）

３）韓国の１０項目産業別輸出入の現況
韓国の１０項目産業別輸出合計は、２０１４年約５，２４９億ドルで、韓国全体の輸出の約９１．７％を占め

た。産業別輸出比重をみると、電気・電子約２４．１％、自動車約１２．８％、一般機械約１１．０％、鉱物
性燃料および製品（石油製品）約９．１％の順に現れた。電気・電子、自動車、一般機械など、３
大輸出品目の比重が全体輸出の約４７．９％に達する。２００４年に比べて鉱物性燃料および製品（石油
製品）、自動車、船舶、光学機器などの輸出比重が増加した一方、電気・電子、一般機械などの
輸出比重は減少した。
韓国の１０項目産業輸入合計は、２０１４年約４，２７７億ドルで、韓国全体の輸入の約８１．４％を占めた。

産業別輸入比重をみると、鉱物性燃料および製品（原油を含む）約３３．４％、電気・電子約１４．３％、
一般機械約９．３％、化学工業製品約７．５％の順に現れた。原油を１００％輸入するため、日本と同様
に鉱物性燃料および製品（原油含む）の輸入比重が全体の３分の１を占める。２００４年に比べて鉱
物性燃料および製品（原油を含む）、自動車などの輸入比重が増加した一方、電気・電子、一般
機械などの輸入比重は減少した。
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１０項目合計 ２２９，６７３ ９０．５ ５２４，８８１ ９１．７

合計 ２５３，８４５ １００．０ ５７２，６６５ １００．０

出所：表８と同じ。

産業
２００４年 ２０１４年

金額 シェア 金額 シェア

鉱物性燃料および製品 ５０，３３１ ２２．４ １７５，６１２ ３３．４

化学工業製品 １７，９３３ ８．０ ３９，４５６ ７．５

プラスチック製品 ４，３９９ ２．０ １０，７０４ ２．０

繊維 ６，６８２ ３．０ １４，２０２ ２．７

鉄鋼 １５，９９２ ７．１ ３０，８６０ ５．９

一般機械 ２４，８４５ １１．１ ４８，８０９ ９．３

電気・電子 ４５，４６４ ２０．３ ７５，０８０ １４．３

自動車 ３，５８５ １．６ １３，３１５ ２．５

船舶 １，０２８ ０．５ １，７７４ ０．３

光学機器 １０，８１９ ４．８ １７，８６９ ３．４

１０項目合計 １８１，０７８ ８０．７ ４２７，６８１ ８１．４

合計 ２２４，４６３ １００．０ ５２５，５１５ １００．０

表１７ 韓国の産業別輸入の現況
（単位：百万ドル、％）

出所：表８と同じ。

Ⅴ．おわりに

世界経済で日中韓３カ国が占める経済的地位からみると、経済協力の必要性がさらに進み、経
済共同体構成の必要性があるといえる。３カ国の主要経済指標をみると、人口の停滞と老齢化の
傾向、投資誘致の停滞現象があるものの、３カ国の経済規模、貿易規模、対外投資規模など、主
要な経済指標が世界全体で占める割合が少なくないだけでなく、安定的な傾向をみせている。主
要指標でみると、日本の停滞、中国の躍進、韓国の横這いという共通のパターンを示している。
３カ国ともに強力な市場経済基盤、産業発展政策の積極的推進、比較的安定した政府と産業界間
の協力関係、発展する内需市場、三国間相互の協力の必要性に対する認識、持続的に増加する人
員交流など、今後３カ国が経済協力を続けていくきっかけを十分に持っており、１つの経済共同
体に成長できることを期待させる。さらに、３カ国はいずれも米国、EU、ASEANなど、世界
主要経済ブロックと活発な経済交流をしており、その規模も持続的に拡大している状況である。
このような状況は、世界経済のブロック化のなかで、日本、中国、韓国ともに、両者の関係を通
じて経済協力を推進する一方、３カ国経済共同体を形成し、他の経済共同体に対応していく必要
性があることを示唆する。
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また、貿易構造分析で調べたように、日中韓３カ国の相互間貿易依存度が徐々に高まってお
り、製造業の輸出入商品構造も類似していることが分かった。すなわち、日中韓は同一産業間貿
易が活発であり、その進展速度が早く現れていることを意味する。
日中韓３カ国が競争産業で品質高級化、技術開発など、製品差別化がこれまで以上に要求され

る時点であり、国際競争力の変化を反映した産業構造調整が推進されるべきであることを示唆し
ているのだ。
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